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§０ はじめに

2021 年に発生した木造立体迷路床板落下事故に関連して、当該施設の構造強度に関する

規準類は定められておらず、また建築確認制度の対象外でもあることから、消費者庁では

消費者保護と再発防止の観点から、施設が本来所有する構造強度およびその検証方法が適

切かどうかを調査することとなった。 

本業務は、この調査の一環として消費者庁消費者安全課から一般社団法人日本建築構造

技術者協会(以下 JSCA と呼ぶ)へ委託された業務である。なお、実験は一般財団法人ベーリ

ビングが実施する。 
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§１ 目的

木造立体迷路施設の主要な構造要素である筋交いは、その端部において上下の梁にコー

ススレッド 2 本で接合されている。筋交いに軸力が作用すると、コーススレッドには筋交

い軸力の分力としてせん断力と引張力が作用するが、その接合部強度は明確ではない。ま

た、筋交いに圧縮力が作用する場合、筋交いはかなり細⾧いので座屈強度もまた不明確で

ある。これらを確認するために実験を行うものである。
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§2  業務工程
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§3．実験の計画

3.1.1 基本システム

梁と柱によるロ型の架構に筋交いを１本配置したものを基本とする。 

形状は 施設の寸法に合わせ梁スパン 1200mm 高さ 2400mm とする。 

1）引張筋交い（筋交い試験 T）

一般の住宅用筋交いで用いられる筋交い金物でなくコーススレッドにて梁と接合をする

形式のため、コーススレッドに引張力とせん断力が作用する。また筋交いの軸力を斜め

打ちしたコーチスクリューにて負担する特殊な接合部であるため、実験にて筋交いの耐

力を確認する。

2）圧縮筋交い（筋交い試験 C）

細⾧比が非常に大きい部材であること、および 1）と同じく筋交いの軸力を斜め打ちし

たコーチスクリューにて負担する特殊な接合部であるため、実験にて筋交いの耐力を確

認する。

3) 実験の期間や費用、実験に使用できる材料の量を考慮して各試験体数を３体とする。

3.1.2 材料データ 

柱梁材の材料情報が無いことから比重、含水率を計測する。 

ヤング係数は中央加力標準試験体により類推する。

コーチスクリュー、コーススレッドの寸法計測も行う。
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3.2 実験リスト 
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3.3.1 試験体の概要 

１） 筋交い試験 T

引張筋交いの構面強度を求める

・試験体 梁スパン 1200mm 高さ 2400mm

・数量 各３体

・加力 頂部に水平単調漸増載荷

・測定 頂部水平変位、筋交い端部水平変位、鉛直変位

試験体図 
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２） 筋交い試験 C

圧縮筋かいの構面強度を求める

・試験体 梁スパン 1200mm 高さ 2400mm

・数量 各 3 体

・加力 頂部に水平単調漸増載荷

・測定 頂部水平変位、筋交い端部水平変位、鉛直変位

試験体図 
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3.3.2 試験体 

筋交い構面の試験体は、柱、梁、筋かいの部材で構成され、柱が95mm×95mm の正方形

断面、梁が幅45mm×高さ145mm の⾧方形断面、筋かいが幅38mm×高さ89mm の⾧方形

断面となっている。 

柱と梁はコーチスクリュー（直径8mm ⾧さ90mm）2 本を用いた斜め打ちで接合されて

いる。また筋交いと梁は、2 種類のコーススレッドビス（呼び径5.5mm×⾧さ90mm、呼び

径4.2mm×⾧さ65mm）を各1 本使い、筋交い側から梁に向かってねじ込んでいる。ただし

ねじ込み⾧さの規定に関する情報は、確認することができなかった。 

柱、梁の樹種は （ JAS 

0600 附属書D 樹種及び樹種群の略号におけるSPF 又はSpruce-Pine-Fir に示される樹種

オウシュウアカマツに相当する。）である。なお柱材は集成材、梁材はタテ継ぎ材となっ

ている。

筋交いの樹種は、SPF（JAS 0600 附属書D 樹種及び樹種群の略号におけるSPF 又は

Spruce-Pine-Fir）である。試験体形状は、⾧さ2700mm の柱を柱間隔1200mm で配し、

その間の上下に柱内法⾧さ1105mm の梁を設置した柱勝ちの四角形フレームである。（柱

芯々間距離1200mm 柱間内側距離1105mm、梁梁芯々距離2400mm）この四角形フレーム

の対角線の片側に筋交いを配置しているが、試験では上部梁高さに水平力を加えた場合、

筋交いに圧縮力が作用する試験体と引張力が作用する試験体、各3 体とした。圧縮筋交い

の試験体図を 3.3 1 2) に、引張筋交いの試験体図を 3.3 1 1) に示す。 

3.3.3 試験方法 

試験体を水平加力試験装置に設置し、非加力側柱の脚部はストッパーを設け、柱の水平

方向の移動を拘束した。また加力側柱は、脚部にホールダウン金物（ビスどめホールダウ

ンU15、短期基準接合引張耐力15.6kN、BX カネシン株式会社）を設置し、浮き上がりを拘

束している。両側柱の頂部に面外拘束パンタグラフを設置し、加力時の面外方向の変形を

拘束し、かつ筋交いの圧縮力もしくは引張力により梁端の変形を拘束しないようにした。

加力高さは、上部梁位置中心(h2=2550mm)とし、油圧ジャッキを用いて柱を水平に加力し

た。荷重の計測は、ジャッキ先端に取り付けた荷重計(98kN 出力1.0mv/V)を用いて計測す

る。変位は、加力高さの水平変位(CH1)、下側梁高さの柱の水平変位（CH2）、加力側柱脚

部の鉛直変位(CH3)、非加力側柱の鉛直変位(CH4)とする。また筋交いと柱の相対変位を上

部（CH5）及び下部（CH6）とホールダウン金物の引抜力（CH7）を測定した。

加力は一方向単調加力とし、CH1 の水平変位(mm)が加力高さh1 (=2400mm) に対して

1/15rad(=160mm)もしくは最大耐力の80%まで耐力が低下する段階で終了とする。

試験装置図及び計測機器設置図を次図に示す。
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筋交い試験の試験装置図、計測機器設置図 
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§4．既規準類による強度算出

「木質構造設計規準・同解説(日本建築学会)」により筋交い構面の水平せん断強度

を算出する。 

1）コーススレッドのせん断耐力及び引抜耐力を算出する。

コーススレッドΦ5.5 L=90mm Φ4.2 L=65mm

＜引抜耐力＞

Φ5.5  Pw=38.1×γ01.5×ｄ×lr=2122N

Φ4.2  Pw=38.1×γ01.5×ｄ×lr=1170N

γ0：比重 0.37 を採用(木質構造設計規準 J3 グループ値)

d：呼び径 5.5mm/4.2mm

lr：主材への打ち込み⾧さ

Φ5.5=45mm/Φ4.2=32.5mm(ビスの半分と類推する)

短期引張耐力 Pas=2/3×Pw とすると

実験値の比較のため荷重継続時間、含水率影響係数の低減は行わないとして

Φ5.5 Pas =1414N 

Φ4.2 Pas=780N 

＜せん断耐力＞ 

Φ5.5 Py=C×Fe×ｄ×l=1202N 

Φ4.2 Py=C×Fe×ｄ×l=700N 

C：接合係数 Φ5.5=0.33 Φ4.2=0.35 

Fe：主材の支圧強度 19.4N/mm2 

(木質構造設計規準 J3 グループ繊維方向値) 

d：呼び径 5.5mm/4.2mm 

l：主材への打ち込み⾧さ  

Φ5.5=45mm/Φ4.2=32.5mm(ビスの半分と類推する) 

短期引張耐力 Pas=2/3×Pw とすると 

実験値の比較のため荷重継続時間、含水率影響係数の低減は行わないとして 

Φ5.5 Pas =801N 

Φ4.2 Pas =467N 
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2）圧縮筋交い構面の水平せん断強度

圧縮筋かいの座屈で決定される場合

SPF 材の区分及び等級が不明なため、基準強度（圧縮）は一般に多く用いられる

甲種二級の値 Fc=17.4N/mm2 とする。

座屈⾧さは Lk=2510mm

・細⾧比 λ=229(木質構造設計規準では適用範囲が 150 以下と規定されているが

下記式にて低減を行う)

・低減係数 n=3000/λ2=0.0572

以上より短期許容圧縮力

ANc=17.4/3×2×0.057×38mm×89mm=2244N

したがって、構面の水平せん断強度は

水平成分 2244(N)×1200mm/2683mm×2244(N)=1000N

接合部で決定される場合 

コーススレッドのせん断耐力を合算する。

Φ5.5 Pas =801N

Φ4.2 Pas =467N

合計 801+467=1268N

壁倍率からの逆算（参考） 

30mm×90mm の圧縮筋交いの壁倍率は 2.0 倍より 

1.96kN/m×2 倍×1.2ｍ＝4704N＞1000N 

以上から圧縮筋交い構面水平せん断強度は筋交いの座屈で決定され、その値は

1000N 程度と算出される。 
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3）引張筋交い構面の水平せん断強度

筋かいの材料で決定される場合

SPF 材の区分及び等級が不明なため、基準強度（引張）は一般に多く用いられる

甲種二級の値 Ft=11.4N/mm2 とする。

短期許容引張耐力 ANT=11.4/3×2×38mm×89mm=25700N

接合部で決定される場合 

コーススレッドのせん断耐力を合算：1268N

コーススレッドの引張断耐力を合算：2194N

接合部にはせん断力と引張力が同時に作用するため、それぞれの検定比の和が

1.0 となる時の筋交い引張力を T とすると

T・cosθ/1268+ T・sinθ/2194=1.0

ここに cosθ、sinθを代入して T を求めると T=1320N<25700N 

以上より水平成分 1320(N)×1200mm/2683mm=590N 

 以上から引張筋交い構面の水平せん断強度は接合部で決定されその数値は 600N

程度と算出される。 
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§5．実験結果

5.1 筋交いの実験結果 

実験結果は下記の通りとなる。数値の根拠は「別紙 5」を参照。 

実験結果 50%下側許容限界の Py、0.2×Pu×√(2μ-1)、2/3Pmax、P1/120 の最小値とする。 

試験体 圧縮筋交い：C 引張筋交い：T 

Py(kN) 2.73 1.03 

0.2Pu×√(2μ-1)(kN) 2.20 0.87 

2/3Pmax 3.13 1.03 

P1/120 2.91 1.04 

構面の水平せん断耐力(kN) 2.20 0.87 

考察 

・コーススレッドの打ち込み⾧さが不均一のためバラつきが大きな結果となった。

・接合部が弱いため圧縮筋交いで壁倍率換算 0.94、引張筋交いで壁倍率換算 0.37 と

非常に小さい筋交い耐力となった。告示で定められた金物を使用すると圧縮で壁倍率 2.0 倍

引張で壁倍率 1.0 倍を負担できるので、本件の筋交いの約 2 倍以上の耐力が望める。
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5.2 材料について 

既存施設製作の より柱、梁とも樹種は

と報告を受けていたが、「別紙 5」の結果より「オウシュウア

カマツ」と同等と考える。

日本においては製材としての「オウシュウアカマツ」の性能規定がないため、性能が同

等と思われる樹種を以下に記す。 

・比重について

実験平均値 442kg/m3（比重 0.44）→木質構造規準 J2 グループ「ひば」、「ひのき」 

(0.44)相当 

・ヤング係数について

実験平均値 8225N/mm2 →告示 1452 号無等級材「あかまつ」（8000N/mm2）相当 

・曲げ強度

実験値 95%下側限界値で最大曲げ応力度 38N/mm2 →告示 1452 号機械用製材 

E130「あかまつ」（30.6 N/mm2）相当 

筋交い材の樹種は SPF 材であると から報告を受けている。 
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5.3 強度式と実験との比較について 

 

筋交い構面水平せん断強度について下記に比較表を示す。 

  圧縮筋交い：C 引張筋交い：T 

短期せん断耐力(kN)：実験値 2.20 0.87 

短期せん断耐力(kN)：計算値 1.00 0.60 

 

 計算値（§４）は実験値と比較して、圧縮構面、引張構面とも小さい結果となった。 

その原因は明確でないが、材料の強度の違いや柱梁フレームの影響などが考えられる。 
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§６ まとめ 

 

6.1 圧縮筋交いの許容せん断耐力 

木質構造設計規準・同解説（日本建築学会 2006）の評価方法に基づき、圧縮筋交いの短

期許容せん断耐力を、下記 4 指標の最小値として算出する。 

min（Py，0.2Pu×√(2μ-1)，2/3Pmax，P1/120） 

  ここで、 

Py：降伏耐力 

Pu：終局耐力 

μ：塑性率 

Pmax：最大荷重 

P1/120：1/120rad 変形角時耐力 

なお、ばらつきを考慮するため、実験で得られた数値を統計処理に基づき、信頼水準 75%

の 50％下側許容限界値として評価する。 

 

３体の圧縮筋交い実験結果から、Py = 2.73 kN、Pu= 4.37kN、μ=3.52 、Pmax =4.69 kN、

P1/120 = 2.91kN であるため、４指標の値は以下となる。 

Py   = 2.73 kN 

0.2 Pu×√(2μ-1) = 2.20 kN 

2/3 Pmax  = 3.13 kN 

P1/120   = 2.91 kN 

これら４指標の最小値として、圧縮筋交いの短期許容せん断耐力は 2.20kN となる。 

 

一方、木質構造設計規準・同解説（日本建築学会 2006）に基づき、筋交い材の短期許容

圧縮力 sN を次式により算出する。 

sN = A·fk = A·3000·fc/λ2 

ここで、 

A：筋交い材の断面積（89×38 = 3382 mm2） 

fk：許容座屈応力度 

fc：許容圧縮応力度（= 2/3Fc，Fc：圧縮強度） 

λ：筋交い材の細⾧比（2511/11 = 229） 

 

なお、木質構造設計規準・同解説（日本建築学会 2006）では、圧縮材の細⾧比に最大 150

の制限を設けているが、この算定式自体は、普通構造材では弾性係数と圧縮強度との間に

E≒300Fc の関係が成立つ前提でのオイラー座屈荷重式なので、細⾧比が 150 より大きい本

部材に対しても適用可能と考える。 
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筋交い材の樹種である SPF 材の区分・等級が不明なため、ここでは一般的に使われてい

る SPF 材の区分・等級である甲種・２級であるとして Fc=17.4 N/mm2 を採用すると、

fc=2/3Fc=2/3×17.4=11.6 N/mm2 となるため、筋交い材の短期許容圧縮力は以下となる。 

sN =3382×3000×11.6／2292= 2240 N= 2.24 kN 

筋交い材の傾きから、この値の水平方向成分は下記となる。 

2.24×1200／2683 = 1.00 kN 

 

この値は、実験結果から求めた短期許容せん断耐力 2.20kN より小さい値となっている。

従って、当該施設で使われている圧縮筋交いの短期許容せん断耐力は、筋交い材の細⾧比

より求めた筋交い材の短期許容圧縮力の水平方向成分として評価をしておけば、設計上安

全側の評価となると考える。 

設計に用いる短期許容圧縮力としては、さらに部材の使用環境を考慮した低減係数を考

慮することが一般的であるため、当該施設の部材が外部雨ざらしの使用環境であることか

ら、筋交い材の短期許容圧縮力にも低減係数を考慮すべきと考える。 

 

また、今回の実験は単調加力試験であったが、筋交い材が引張力を受けて端部ビス抜け

が発生した後に、再度圧縮力を受けた場合の挙動が、今回の結果と同様となるかどうかを

確認するため、正負交番加力試験を実施してその挙動を確認することが望ましいと考える。 

 

なお、筋交いを構成する柱・梁架構にも僅かながら耐力があり、実験結果にはその耐力

分が含まれていると考えられるが、その値は無視できる程度に小さいと考えられること。

また、梁端接合部はピン接合との考えのもと、水平力は筋交い材のみで抵抗するというの

が、当該施設の構造設計の考え方であるため、本実験の考察において、柱・梁架構の水平

耐力の値については考察対象外とする。 

 

 

6.2 引張筋交いの許容せん断耐力 

引張筋交いの実験では、３体の試験体とも、載荷初期の段階で端部ビス抜けが発生し、

耐力はほぼ期待できないという結果となった。端部ビスは狭隘部の施工であり、位置や打

設深さの確保も難しい面がある。したがって、当該施設で使われている筋交いにおいては、

引張筋かいの耐力は無視することが妥当であると考える。 

 

 

以上 
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別紙資料 



別紙 1：試験体の作成⽴ち合いについて 
⽴体迷路試験体製作⽴ち合い記録 

⽴会者：⽩⽊⽒(消費者庁) ⼩﨑 髙⾒澤(記録作成) 
⽇時：2022 年 12 ⽉ 6 ⽇ 14：00-15：00  

■試験体の進捗
⽴会中に試験体 A/B とも製作が終わり出来⾼ 100%であった。
予定通り 12/9 にベターリビングへ納品予定
■試験体の精度について
全てでないが A/B ⼀体ずつスケールにて検尺し図⾯通りであることを確認した。
コーチスクリューの配置⼨法が図⾯と異なったため試験体図を訂正し追って送付予定
■材料について
・頂いた資料では製材であったが現物は集成材であり、 の担当者に等級を確認し
たが不明とのこと。
・柱は 3 プライと 2 プライの２種類、⻑さ⽅向のフィンガージョイントを確認した。
本件の実験では 3 プライと 2 プライが混在したものとなる。
・梁は幅⽅向(45mm)の積層はなく⻑さ⽅向のフィンガージョイントを確認した。
・接着剤は不明だが⾊がクリアであるためレゾルシノールではない。
・構造計算書によると⽐重 0.8 と記載があるが、持った感触では軽いので欧州⾚松やスギ程
度の⽐重と想定される。
・斜材(筋交い)の樹種は SPF 材（等級は不明）と確認が取れた。試験体図を修正し後⽇送
付予定。柱、梁及びコーチスクリューはヨーロッパから輸⼊し、その他の部材はカナダよ
り輸⼊した材を使⽤している。柱、梁のフレームは下⽳や柱接合などシステム化されてい
るが、その他材料はカナダ産のツーバイ材、接合⾦物は⽇本で市販のものを使⽤し現地と
⼯場で製作している。
・使⽤材料は⼀年前に⽇本に到着したもので倉庫内に保管していたもの。倉庫に屋根はあ
るが外壁などはなく含⽔率は計測していないが⾼いように思われる。
■接合部について
・コーチ−スクリューはヨーロッパから輸⼊しており材質は SUS。 の⽅は亜鉛メッ
キ仕様であった。⽇本のコーチ−スクリューとは異なり六⾓頭でなくネジ式となっていた。
軸部は⽇本で使⽤するものと同様のものに⾒受けられた。
・柱に溝加⼯、梁側は横差し加⼯されているが⽇本の在来軸組⼯法の柱―梁の関係のよう
に梁のせん断⼒を柱に伝達するような機構ではないため、コーチ−スクリューは梁のせん
断⼒、軸⼒をすべて負担する機構となっている。
・3 本打ちの部分は試験体図では 30ｍｍとしていたが実状は約 20mm の間隔で接合されて
いた。
材の割れなどは確認できなかった。
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筋交いの⼨法確認及び接合部写真 
・全⻑を確認
・計測写真はないが斜材 38mm×89mm であることを確認
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筋交いの接合部写真 

施⼯状況・ビス打ち込み⻑さは規など無く感覚で実施していた 
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接合具写真・コーチスクリューの⻑さを確認 報告と異なる 90mm であることを確認 
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別紙 2：実験⽴ち合い写真 
実験前の試験体（圧縮筋交い） 

実験後の試験体（圧縮筋交い）筋交いの座屈 
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実験後の試験体（圧縮筋交い）筋交い端部状況 

実験後の試験体（圧縮筋交い）筋交い端部状況 

- 6 -



実験後の試験体（圧縮筋交い）筋交い接合⾦物状況 ビスが曲げ変形している 

実験後の試験体（圧縮筋交い）柱―梁接合⾦物状況 ⼤きな損傷はない 
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実験後の試験体（圧縮筋交い）筋交いの座屈状況 
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実験前の試験体（引張筋交い） 

実験後の試験体（引張筋交い） 
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実験後の試験体（引張筋交い接合部）：ビスの梁への掛かりが⼩さくビス抜け 
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実験前の試験体（引張筋交い接合部）：ビスが梁を貫通するケース 

実験後の試験体（引張筋交い接合部）：ビスが筋交いを貫通するケース（左：筋交い 右：
梁） 
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実験後の試験体（引張筋交い柱―梁接合部）：モーメント接合で引張側に割れが発⽣ 
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別紙 3. より提⽰された筋交い強度資料 

- 13 -



- 14 -



別紙 4：⽊質構造設計規準抜粋資料 
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5％下限値採⽤根拠資料 
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圧縮材の算出根拠資料 
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筋交いの許容せん断耐⼒算出⽅法資料 
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コースレッドのせん断耐⼒、引抜耐⼒算出根拠資料
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別紙 5：⽐重及びヤング係数の実験結果資料 
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別紙 6：筋交いの実験結果資料 
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